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＜季節の写真＞ 

 わが家の稲刈り作業（上） 

塩川地区陣場台地の赤ワイン用ぶどう 

（品種：シラー）（下） 

（丸子地域東内地区） 
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  災害復旧、分散避難、新庁舎機能、地方分散などを文書質問 

 

 

 

 

  ◆上田市議会 9月定例会が 9月 30日閉会した。記憶に残る議会となった。◆その 1 3本の 

補正予算（合計 11億 9,671万 6千円）が提出された。執行が急がれるということで、２本は即日、 

審議され、議決された。新型コロナウイルス感染症拡大防止対策や令和元年東日本台風災害復旧 

事業、7月豪雨災害対応などでいずれも緊急な対応が必要な内容であった。◆その２ 一般質問 

が文書質問、文書回答となったことだ。長野県が決めたレベル５に相当する感染者数が上田市で 

確認されたため異例の対応となった。ただし、通告した 23人の質問と答弁は市議会のホームペー 

ジへの掲載や東信ジャーナルでは普段通り抜粋した記事が載った。◆その３ 国へ上田市議会か 

ら出す意見書が 5本となり、これまででは一番多いと思われます。そのうち、「選択的夫婦別姓制 

度について議論を求める意見書」は長野県内で初めてのこと。SBCテレビや新聞でも報道された。 

請願を提出したみなさんの熱意には感心した。◆世界で一番安い部品を調達して製品をつくり利 

潤を最大化する巨大多国籍企業の論理や自己責任論を押し付ける政治から「支え合う社会へ」の 

転換こそが持続可能な社会を作ることではないでしょうか。コロナ危機は、「グローバル経済」と 

「新自由主義」という社会と経済のあり方を見直す機会でもある。 （くぼた よしお） 

       上田電鉄別所線は、来年３月２８日全線開通予定 

質問 上田電鉄別所線は令和３年３月 28日、全線運行を再開する 

予定だが、乗客数を災害前に戻すための取り組みはどうか？ 

 答弁 車通勤に変更された方を別所線利用に呼び戻す取組や自治会

回数券の販売促進、利用促進イベントの実施、キャッシュレス決済導

入の検討も進めていく。 

 

 

        

 

内村橋復旧工事は、当初予定を８か月前倒し 

 質問 丸子地域の内村橋の架け替え事業の今後の予定は？ 

 答弁 完成時期は、当初、令和４年７月末の見通しが、工期短縮の強

い要望が多く出されたことから、発注元である上田建設事務所と請負

業者が施工方法等の検討を重ね、完成時期が約８か月の前倒しの、

令和３年１１月末の見通しとなった。 

 

       市道横沢角間線は、令和３年度末までに完成見込み 

 質問 真田地域の市道横沢角間線の災害復旧工事の状況は？ 

 答弁 昨年の東日本台風により、「１級市道横沢角間線」において、角

間温泉付近から集落側に約１．２ｋｍ区間が被災した。令和３年度末

の完成を目指し、本格的な災害復旧工事を進めていく予定。 

 

      番所ヶ原スキー場は、今シーズンに完成見込み 

 質問 武石地域の番所ヶ原スキー場の復旧工事の状況はどうか？ 

 答弁 ゲレンデの復旧工事は、ほぼ完成に近づいている。１２月下旬の

今シーズンのオープンに向け、完成を目指している。 

       

  

無理して避難所へ行かない方法も 

質問 新型コロナウイルス感染症対策により、避難所の収容人数が大

幅に減少すると予想されるため、災害時の避難所の増設が課題となる

が、どのように対応するか？ 

答弁 市では、「避難」とは、難を避ける行動であり、自宅等での安全

確保が可能な場合は、無理をして避難所へ行く必要はないこと、災害

の危険区域に含まれない地域にお住いの親戚や知人宅等への避難

を検討することなど、感染予防を念頭においた災害時における避難の

考え方について周知していく。 

 

    新庁舎では、総合防災システムを整備する 

質問 新庁舎に災害対策本部室を設置するが、災害対応についてど

のように機能強化を図るのか？ 

答弁 新本庁舎４階に災害対策本部室を配置し、隣接するスペースに

危機管理防災課や既存の移動系防災行政無線の配置を行うととも

に、情報収集及び情報伝達の一元化、災害情報の効果的な共有を目

的とした、総合防災情報システムの整備を進めていく。 

 

    人の流れが東京一極集中から地方へ 

質問 ポストコロナ時代は、日本社会を持続可能なものとしていくため

にも東京一極集中の「都市集中型」よりも、「地方分散型」が重要だと

考えるが、見解はどうか？ 

答弁 新型コロナウイルス感染症は、東京への一極集中という構造的

な課題の大きさを改めて浮き彫りにし、地域経済と市民生活に大きな

打撃を与えました。こうした状況の中、テレワーク等の働き方の多様化

や、感染リスクを避けるための地方への人の流れも生じており、今後、

社会構造の変化がもたらされることも見込まれている。 

（裏面につづく） 


